

第２回働き方・地域活性化検討会議　【議事要旨】
■日時：平成30年５月31日（木）　午前10時から11時45分
■会場：303会議室

１　重点プロジェクト、施策体系案・新規施策案ともに協議
○高齢者、女性の活躍についてはＡＩ、ＩｏＴの活用が重要であり、誰もがいきいきと働けるイメージでもって取り組んでいけるようにしなければならない。

○ＲＰＡ（ソフトウエアロボットによる業務の自動化や効率化に向けた取組）による業務処理が行われるようになっている。２～３年後には状況が大きく変わる。市役所業務であってもそうであろう。労働生産性や人材不足を解消するには、こうした技術を取り入れなければならない。銀行も既に進んでいる。
○商工会議所では、会員企業に対してＩＣＴ導入研修、生産性向上セミナーを大垣共立銀行と協働で行っている。

○行政においても、産業振興の面でＩＣＴ、ＩｏＴの取組を進めてもらいたい。Ｐ８に示された方向性の根本を押さえた取組をお願いする。
○インプットの面ではＩＣＴ、ＡＩ、ＲＰＡで省力化し、アウトプットで人の力を活かさなければならない。

○ＩＣＴを活用し、事業を広く知ってもらい、また情報をシェアしていくということが重要である。紙媒体では広がらない。ＳＮＳ等の拡散機能は有効である。

○市オリジナルの人材マッチングコンシェルジュのような機能があればよいと思う。

○「ママインターン」はマッチング機能と似ている。企業の社長と働きたい当事者との考え方の違いを埋める働きもしている。

○「ママインターン」の意義を広く知って頂くべき。インターンを通じて何人が就労できたかに焦点を当てるだけではなく、将来、当事者にどのようなメリットをもたらしたのか、このようなきめ細かなフォローをするまちづくりを春日井市は行っているんだということを知らしめることが大事である。

○「ママインターン」は働きたい人の就業体験の場ではあるが、母親自身がどんな風にその可能性を活かせるか、働くことをいかに支えられるかとともに、企業にも支援したいとの思いで取り組んでいる。体験した方のその後を調べると、インターン先の企業でなくとも７～８割の方は就労につながっている。あと２割の方も就職しているという状況がみられる。ＩＣＴにより社会が変わり、働き方も変わってきている中、事業を通じて直接体験先に何人入ったという尺度でなく、人づくり事業として理解して頂きたい。
○母親の親、おばあちゃんの価値観と今の価値観が異なっており、ここにギャップが生まれている。また企業の求める人材も多様で複雑化しており、こうした社会の中で就労支援、人づくり支援という観点で取り組んでいる。
○「ママインターン」については、市の中で企画政策課所管となっており、「子はカスガイ、子育ては春日井」の方針のもとで取り組んでいる。今後はダイバーシティの観点から産業部で進めていくこととなっている。この場合、多様な人材を活用していく企業を支援するというスタンスで取り組むことになるが、委員さんからお話があった人づくりへの思いも汲みながら進めていきたい。
○日本ＩＢＭでは、正面玄関横に保育園がある。通常は、保育施設を設置していても表には持ってこないのではないか。そこでは子どもたちがロビーで歩き回っており、来訪者はそれを通常のものと受け止めている。自然にこのような光景がみられる環境になるとよい。
○中部大学は学内型保育をスタートさせている。
○春日井市内のある企業においても、工場内に保育施設があり、そこに働く親子だけでなく独身男性やおじさんたちとの交流しているよい空間がある。

○上記のような取組を真似しながら、自社なりのやり方を充実させていけばよい。このマッチングを行政にはお願いしたい。
○ダイバーシティの関係では外国人の受け入れをこれらからの春日井市では考えざるを得ない。知り合いの企業では、年商250億ありながら人材が確保できないので、外国人の人材に頼らないと生産できない状態になっている。外国人への教育に対する支援が何かできないか。小さな企業ほど大変な思いをしている。

○Ｐ８の表記の中に外国人が入っていないが入れるようにする。Ｐ５、Ｐ６にも当たり前に外国人が入っているようにせねばならない。

○名工大の外国人は5.6％であるが、数だけではなくインテグレーション、いかに融合させていくかが大事だと考える。

○愛知県においては外国人労働者が多いが、弱点としてはインターナショナルスクールが少ないということである。生活面の受け皿として国際センターがあるが、外国人にはあまり知られておらず、言葉の壁で外に出られずもんもんとしている方が多いと思う。そうした人への場づくりが必要である。
○Ｐ９では商業者や商店街の取組への支援が記されていると思うが、市役所の主体的な取組を示すべきではないか。また、まちなか観光では商店街にやってくださいだけでない施策を位置づけてほしい。

○フレックスタイム、時短、テレワーク等、多様な働き方が可能となる具体策が出てきており、こうした新しい規範の上での取組が普通になっているという理解を浸透させてもらいたい。母親の意識と企業のメリットは本来バッティングしないはずである。20世紀的な価値観の考え方の中に女性の働きを受け入れるというモデルではなく、生き方、考え方を書き込めるようにしてもらいたい。

○当社では、現在育児休暇中の者が相当人数在籍している。１人が３年とれるので、その途中にもう１人生まれることとなると最長７年間ぐらい仕事とのブランクが発生することになる。これに対しいかにスムーズに復職できるかということをいろいろと考えを巡らせている。どのようにフォローすればよいか。

○副業が当たり前になっている企業がある。

○地元企業の悩みで多いのは、人事、退職金制度、福利厚生をどうするかであり、対応策を考えていきたい。

○支援として、補助金だけでない部分を考えてもらいたい。市役所の信用力を活かした取組も様々考えられる。観光資源の活用や空き家のリノベーションなど、検討してもらいたい。

○商工会議所においては、企業のクラウド会計導入支援、アクティブシニアの中途採用の支援等を進めていきたい。
○誰に見てほしい、読んでもらいたい計画か、ふわっとしたものでなく、分かりやすい内容にしてもらいたい。

○今の女性たちには何が必要か。子育て支援が進んできたが、支援が広がりすぎて、本来持っている女性の力が埋もれてしまっていないか。そのためにどんな学習、教育が必要かを考えていきたい。楽しければ良いということではなく、日本がこれからどうなっていって、何が必要かということが分かって将来を考えていけるよう、教育に焦点を当てていく。

○商業の後継者の育成が必要である。今の商店街の店舗を歯抜けにしない方策を考えていきたい。例えば後継者の業態変化の際にも支援できる方策等を考えていきたい。

○単なる支援でなく、後継者等がチャレンジすることの支援を考えていきたい。

以上
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